
　　大田原市役所　経営管理部　税務課　市民税係

社会保険料控除
枠内の上段に小規模企業共済等掛金の金額を、下段に小規模企
業共済等掛金と社会保険料の合計額を記入してください。

⑨

配偶者控除・配偶者特別控除
配偶者控除の対象となるための所得要件が58万円以下から
62万円以下に改正されました。それに伴い、配偶者特別控除は
合計所得62万円超133万円以下の場合に適用されます。

⑤

退職手当等の理由により所得税で控除の対象とならなかった
配偶者及び扶養親族を住民税で扶養控除等の対象とする場
合、「氏名（退）」と記入してください。

⑫

⑬

(摘要)
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又は所在地 大田原市本町12345

氏名又は名称 ○△□建設　株式会社
(電話)

0287-23-0000
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他
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氏名

5人目以降の16歳未満

の扶養親族の個人番号
氏名 大田原　次郎 氏名

個人番号 3 3 3 3 3 3 個人番号3 3 3 3 3 3
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5人目以降の控除対象
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氏名 大田原　三郎

5 5
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給与所得控除後の金額
（調 整 控 除 後）

所得控除の額の合計額 源 泉 徴 収 税 額

000 0

千 円

6 000 000 4 360 000 3 810

千 円 千 円
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大田原　税太
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詳しい記入の仕方については、
国税庁の「 令和8年分給与所得の源泉徴収票等の法定調書の作成と提出の手引き 」をご確認ください。

※　種　別 ※　　整　理　番　号 ※

「住宅借入金等特別控除の額」欄に年末調整の際に「給与所得
者の（特定増改築等）住宅借入金等特別控除申告書」に基づい
て計算した住宅借入金特別控除の額を記入してください。
※算出所得税額を超える場合には、算出所得税額を限度に記
入してください。

㋐

(受給者番号) 　　A1B2C3

住

　

所
　　大田原市本町3-2-1

(個人番号)

36,000
生命保険料

の金額の

内　　訳

新生命保険料

の 　金　 額 180,000
円

旧生命保険料

の 　金　 額

個人番号
従業員（給与の支払を受ける者）の個人番号を必ず記入してく
ださい。

氏名
必ずフリガナを記入してください。

⑨
※

支　払
を受け
る　者

※区分

住宅借入金等

特別控除可能額 115,000
円

居住開始年月日

(２回目)

年 月

14
居住開始年月日

(１回目)

給与支払報告書（個人別明細書）の書き方

④ 給与所得控除後の金額（調整控除後）
給与所得控除後の給与等の金額を記入してください。
給与所得控除の最低保障額が 74 万円に引き上げられました。

16歳未満の扶養親族
所得控除の適用はありませんが、市県民税・森林環境税の非課
税判定等に影響があるため必ず記入してください。

特定親族特別控除
合計所得62万円超123万円以下である19歳以上23歳未満の
親族等に対して控除が適用されます。

⑦

「特定親族特別控除の額」欄に特定親族の合計所得に応じた
控除額を記入してください。

㋑

「控除対象扶養親族等」の欄に氏名・フリガナ・個人番号・特
定親族特別控除の額に応じた「特定親族特別控除の額の区
分」を必ず記入してください。

㋒

㋐ 「控除対象扶養親族等の数」欄の該当する項目に人数を記入
してください。

㋑ 「控除対象扶養親族等」の欄に氏名・フリガナ・個人番号を記
入してください。

①

③

②

住所
令和９年１月１日現在に住民登録している住所を記入してくださ
い。

給
与
支
払
報
告
書
（

個
人
別
明
細
書
）

⑪ 地震保険料控除
旧長期損害保険料と地震保険料の支払額から求めた控除額を
記入してください。

受給者の生年月日
必ず記入してください。

⑱

　　TEL：0287-23-8725

　　〒324-8641　大田原市本町１丁目４番１号

　≪提出・お問合せ先≫

月 日

ひ

と

り

親

⑧
氏名

個人番号

4

(フリガナ)

個人番号又は法人番号
給与支払者の法人番号（個人事業主の場合は個人番号）を右詰で
記入してください。

⑲

基礎控除額
本人の合計所得に応じた金額を記入してください。
令和8年度税制改正により、基礎控除額が引き上げられているた
めご注意ください。

⑮

未成年者から勤労学生の欄
該当する項目がある場合は〇を記入してください。

⑯

中途就・退職
令和8年中に中途就職又は退職した場合は、「就職」又は「退職」
の該当欄に〇を付け、その年月日を記入してください。

⑰

31
年

3
月

日 住宅借入金等

特別控除区分

（２回目）

住宅借入金等

年 末 残 高

（２回目）

円

円日 住宅借入金等

特別控除区分

（１回目） 住（特）
住宅借入金等

年 末 残 高

（１回目） 11,500,000

「16歳未満の扶養親族」の欄に氏名・フリガナ・個人番号を記
入してください。

㋑

◎

◎

◎

◎ 「社会保険料等の金額」に年金天引きや本人が直接支払った
国民健康保険税、後期高齢者医療制度、介護保険の保険料や
保険税が含まれる場合、それぞれの金額を必ず記入してくだ
さい。

国民年金保険料等の金額
社会保険料等の金額に含んでいる、国民年金保険料等の金額を
記入してください。

⑭

租税条約に基づいて課税の免除を受ける者については、「〇
〇条約△△条該当」と記入してください。

（前職）

普Ｆ　令和9年3月31日退職予定　　　租税特別措置法第４１条の１５の５第１項適用

支払金額　1,000,000円　　社会保険料　110,000円　　源泉徴収税額　15,000円

大田原市美原△△　　有限会社　◆◆工業　　令和8年3月31日退職

◎ 提出後に誤りが判明した場合は、正しい内容で再作成し、「訂
正」と記入してください。

住宅借入金
等特別控除
の額の内訳

住宅借入金等

特別控除適用数 1

円
介 護　医 療

保険料の金額

「住宅借入金等特別控除の額の内訳」の各項目も必ず記入し
てください。

㋑

扶養親族が23歳未満

扶養親族が特別障害

同一生計配偶者が特別障害

要件

例）　「氏名（調整）」

扶養親族の氏名（調整）

例）　「氏名（同配）」

同一生計配偶者の氏名（同配）

記載方法

摘要欄

「16歳未満扶養親族の数」欄に人数を記入してください。㋐

生命保険料控除
該当する保険料の支払金額を必ず記入してください。
23歳未満の扶養親族を有する場合の生命保険料控除の特例の
適用がある場合は、「摘要」欄に「租税特別措置法第４１条の１５
の５第１項適用」と記載してください。

⑩

控除対象配偶者がいる場合に○を記入してください。㋐

配偶者控除額又は配偶者特別控除額を記入してください。㋑

控除の対象となる配偶者の氏名・フリガナ・個人番号を記入
してください。「配偶者の合計所得」欄に配偶者の合計所得
金額を必ず記入してください。

㋒

「特親」欄に特定親族の人数を記入してください。㋐

扶養控除
扶養控除の対象となるための所得要件が58万円以下から62
万円以下に改正されました。

⑥

前職（他社）分を含んで年末調整した場合は、必ずその支払者
名、退職年月日、支払金額、社会保険料等の金額、源泉徴収税
額を記入してください。
※記載がない場合は、前職分の合算がないものとして計算し
ます。

◎

普通徴収に該当する場合は、普通徴収切替理由書（兼仕切書）
をもとに該当する符号（普A～普F）を記入してください。
記入がないものは、特別徴収になる場合があります。

◎

所得金額調整控除の適用がある場合は、該当する要件に応じ
て次のとおり記入してください。

1
2

3

4

5 ア 5 イ

6 ア

7 イ

8 ア

9

5 ウ

6 イ

7 ウ

8 イ

ア

イ

10 11
12

13

10

12

14

15

1817

19

16

7 ア


